
西海市余裕期間設定工事実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市が発注する建設工事の実工期前に建設資材の調達や労

働力確保のための余裕期間を設定することにより、受注者の技術者及び施工

体制の計画的な確保を促進し、もって人材・資機材の効率的活用や担い手の

処遇改善に資することを目的として、市が発注する建設工事における余裕期

間を設定した工事の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定め

るところによる。 

(１) 工事の始期 工事開始日、実際に現場において工事に着手する日 

(２) 工事の終期 工事完成期限の日 

(３) 余裕期間 契約締結の日から工事の始期の前日までの期間 

(４) 実工期 標準工期又は各工種工程を積み上げ算出した工事施工に必要

な期間（工事の始期から工事の終期までの期間で準備と後片付けを含む。） 

(５) 全体工期 余裕期間と実工期を合計した期間 

(６) 実工事期間 実際に工事を施工する期間（準備期間と後片付け期間を

含む。） 

(７) 発注者指定方式 市が工事の始期を指定する方法 

(８) 任意着手方式 市が示した工事着手期限までに、受注者が工事の始期

を選択する方法 

(９) フレックス方式 市があらかじめ設定した全体工期内で、受注者が工

事の始期と工事の終期を決定する方法 

（余裕期間） 

第３条 余裕期間は、実工期の30パーセントを超えず、かつ、60日間を超えな

い範囲で設定することができるものとする。 

２ 余裕期間内は、受注者における現場代理人及び主任技術者（監理技術者）

の配置を不要とし、現場に搬入しない資材等の準備を行うことができるもの

とする。ただし、余裕期間内の現場への資材搬入及び仮設物の設置等、工事



の着手を行ってはならないものとし、余裕期間内に行う準備は、受注者の責

により行うものとする。 

（対象工事） 

第４条 余裕期間設定の対象となる工事は、市が発注する当初設計額が130万

円を超える建設工事のうち、市が余裕期間を設定した工事の対象となること

を明示して発注したものする。 

（制度の適用） 

第５条 市は、入札公告等に「余裕期間を設定した工事」であることを明記し、

特記仕様書には必要事項を明記する。 

（工事の始期の設定） 

第６条 任意着手方式又はフレックス方式において、受注者は、余裕期間内の

任意の日を工事の始期と定め、契約を締結するまでの間に工期通知書（様式

－１）を作成し市に通知しなければならない。 

２ 前項の規定により通知された工事の始期により契約を締結する。 

（実工事期間の変更） 

第７条 任意着手方式又はフレックス方式により余裕期間を設定した工事にお

いて、余裕期間内に施工体制等（配置予定技術者の配置など）の確保が図ら

れ、工事着手可能となった場合に限り、受注者は、市と協議し工事の始期を

変更することができるものとする。 

２ 発注者指定方式により余裕期間を設定した工事においては、余裕期間内に

市が現場状況の変化により工事の始期の変更を求める場合に限り、市は受注

者と協議し、工事の始期を変更することができる。 

３ 発注者指定方式及び任意着手方式における工事の始期を変更するときは、

実工期の日数は変更しないものとし、工事の終期についても、工事の始期を

前倒しする日数分を前倒しするものとする。 

４ 任意着手方式及びフレックス方式の場合は、週休２日工事（西海市週休２

日工事実施要領（令和５年西海市告示第41号）に規定する週休２日工事をい

う。）に限り、受注者が必要工期を算出し、実工期の日数が不足する場合は、

施工計画書の提出前までに市と協議し、市が妥当と判断した場合は工事の終

期を変更することができるものとする。 



４ 契約締結後に受注者から実工期の変更の申出があった場合は、西海市建設

工事標準請負契約書（平成23年西海市訓令第３号。以下「工事請負契約書」

という。）第62条第１項により協議し、工事の終期を変更することができる

ものとする。 

（契約関係の取扱い） 

第８条 余裕期間を適用する場合の工事請負契約書に記載する工期は、次のと

おりとする。 

(１) 発注者指定方式においては、入札公告又は入札執行通知書に記載され

ている実工期を記載する。 

(２) 任意着手方式及びフレックス方式においては、受注者が提出した工期

通知書に記載された工期を記載する。 

２ 余裕期間を適用する場合の受注時の工事実績情報サービス（コリンズ）へ

の登録は、工事の始期後10日以内（休日を除く。）に行うものとする。この

場合において、契約工期の開始年月日は契約日（余裕期間を適用しない工事

の場合は工期の始期）を記載するものとし、実工期及び技術者情報（従事期

間）の開始年月日は工事の始期を記載するものとする。 

３ その他関係書類に記載する工期について、契約工期と実工事期間の区別が

ない場合は、工事の始期から工事の終期までを記載する。 

（前払金の取扱い） 

第９条 受注者は、工事の始期以降でなければ前払金を請求できない。 

（補則） 

第10条 契約保証の保証期間は、全体工期を設定するものとする。 

２ 工期の開始は、工事請負契約書に記載した工事の始期として設定した日と

し、設定日前日以前の余裕期間に、現場代理人や主任技術者（監理技術者）

との当該工事に関する協議等はできない。（第７条各項に基づく工期の変更

協議を除く。） 

３ 受注者は、労務費や材料費の単価適用年月日について、起工日の月単価が

適用されることに留意しなければならない。 

 

附 則 



（施行期日） 

第１条 この告示は、令和５年７月１日から施行し、同日以降に入札公告、入

札執行通知又は見積執行通知を行う工事から適用する。 

（経過措置） 

第２条 この告示の施行の日前に、入札公告、入札執行通知又は見積執行通知

を行った工事について、入札執行及び見積執行の結果、落札者が決定しなか

った工事における、この告示の施行の日以後に西海市建設工事入札制度要綱

（平成17年西海市告示第93号）第８条第３項に基づき実施する入札について

は、なお従前の例による。 


